
人吉市買取型災害公営住宅整備事業実施要項 

令和３年１２月２１日 

告示第１７５号 

 

（趣旨） 

第１条 この要項は、人吉市（以下「市」という。）が行う災害公営住宅の整備に

おいて、事業者を選定し、基本協定を締結した後、当該事業者が建設した住宅を

購入する買取型災害公営住宅整備事業（以下「整備事業」という。）を実施する

に当たり、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）、宅地建物取引業法（昭和

２７年法律第１７６号）及び関係する法令、規則に定めるもののほか、整備事業

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

⑴ 住宅等 災害公営住宅として整備する建物、附帯施設及び共同施設をいう。 

⑵ 事業者 事業者とは、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

ア 住宅等を建設し、販売することを目的とする個人、法人、団体又はこれら 

の連合体 

イ 住宅等を建設する用地を提案し、かつ、その用地に住宅等を建設し販売す 

ることを目的とする個人、法人、団体又はこれらの連合体 

⑶ 事業者募集要領 住宅等の購入先となる事業者を募集するため、事業の概要、 

募集の内容、提案内容、応募者の要件、応募の手続等に関する事項を定めたも 

のをいう。 

⑷ 提案書 市の募集に応じて事業者が提出する、住宅等に関する提案等を記載 

した書類をいう。 

⑸ 提出書類説明書 提案書の作成に当たり、書類の作成方法及び様式を定めた 

ものをいう。 

⑹ 事業者審査基準 事業者を適切に選定するための審査基準をいう。 

⑺ 委員会 人吉市災害公営住宅等整備事業者選定委員会設置条例（令和３年人 

吉市条例第４３号）第２条に規定する人吉市災害公営住宅等整備事業者選定委 

員会をいう。 

⑻ 選定事業者 提案書を提出した事業者のうち、委員会における提案書の評価 

が最も高い事業者をいう。 

⑼ 次点事業者 提案書を提出した事業者のうち、委員会における提案書の評価 

が選定事業者の次に高い事業者をいう。 

⑽ 基本協定 市と選定事業者による、住宅等の売買に関する基本的事項を定め 

た協定をいう。 



（１１） 売買契約 市と選定事業者による、住宅等を売買するための契約をいう。 

（１２） 買取検査 売買契約で定める検査をいう。 

（１３） 要求水準 住宅等に求める性能水準をいう。 

（整備事業の概要） 

第３条 市は、事業者を公募し、提案書を評価して選定事業者及び次点事業者を決

定する。 

２ 市と選定事業者は、住宅等の売買契約に先立ち、基本協定を締結する。 

３ 市と選定事業者は、住宅等の工事に着手する前に売買契約を締結する。 

４ 選定事業者は、基本協定及び売買契約に基づき、市が用意した建設用地又は選

定事業者が選定した用地において住宅等を建設する。 

５ 市は、住宅等の完成後、買取検査を行い、合格と認めた場合は、選定事業者か

ら住宅等の引渡しを受ける。 

（事業者の資格要件等） 

第４条 選定事業者は、市が定める期間内に住宅等を建設することができる企画力、

技術力及び供給能力を有するものとし、募集時における事業者の構成、資格要件

等は事業者募集要領で定めるものとする。 

（購入する住宅等の条件） 

第５条 市が選定事業者から購入する住宅等は、次の各号に定める条件を満たすも

のとする。 

⑴ 事業者募集要領に示す住宅の構造、規模、戸数、要求水準その他各種条件を 

満たすこと。 

⑵ 事業者募集要領に示す提案上限額を上限とする売買価格であること。 

（選定事業者の公募） 

第６条 市は、事業者募集要領に基づき、事業者を公募する。 

２ 市は、整備事業の実施に際し、住宅等の要求水準を定めるとともに、事業者を

選定するための事業者審査基準を定めるものとする。 

３ 整備事業に応募しようとする事業者（以下「応募者」という。）は、整備事業

に関して、事業者募集要領に定める期間内に市に対して文書で質疑を行うことが

できる。 

４ 市は、前項の質疑に対し、文書で回答し、併せて市のホームページ（以下「ホ

ームページ」という。）に回答を掲載するものとする。 

（応募の手続） 

第７条 応募者は、事業者募集要領及び提出書類説明書を確認した上で提案書を作

成し、提出期限までに市に提出しなければならない。 

２ 応募者は、前項の提案書の提出に先立ち、提出期限内に事業者募集要領に基づ

き、参加表明書を市に提出しなければならない。 

３ 前２項に規定する書類その他の書類の提出期間及び整備事業のスケジュール等



は事業者募集要領に記載する。 

４ 事業者募集要領は、ホームページにおいて公表するとともに、市住宅政策課

（以下「窓口」という。）において配布する。 

５ 提案書の作成等に関する費用については、すべて応募者の負担とする。 

（選定事業者の決定） 

第８条 委員会は、提案書の内容について、住宅等の供給体制、建設工期、売買価

格、住まい、まちづくりに対する提案を総合的に評価し、選定事業者及び次点事

業者を選定する。 

２ 市は、前項の委員会の選定を受けて選定事業者を決定した後、その結果を公表

するとともに応募者に文書で通知するものとする。 

３ 市は、事業者の選定過程において、応募者がいない場合、いずれの応募者も事

業者募集要領で示す条件に満たない場合等選定事業者の決定が困難であると判断

した場合は、選定事業者を決定しないこととする。ただし、市は、選定事業者を

決定しない場合は、その旨を速やかに応募者へ文書で通知するものとする。 

（提案内容の確認等） 

第９条 市及び選定事業者は、基本協定を締結するまでの間に提案書の内容を確認

し、合意形成を図るものとする。ただし、合意形成に至らない場合、市は、選定事

業者の決定を取り消すことができる。 

（基本協定の締結） 

第１０条 市及び選定事業者は、第３条第２項の規定に基づき文書で基本協定を締

結するものとする。 

２ 前項の基本協定には、次の各号に定める事項を記載するものとする。 

⑴ 住宅等の概要、整備事業期間その他整備事業に関する基本事項 

⑵ 売買価格及び売買契約に関する事項 

⑶ 市及び選定事業者の役割分担に関する事項 

⑷ その他、整備事業実施のために定めるべき事項 

３ 基本協定の締結に至らなかった場合又は前項により基本協定を解除した場合は、

整備事業及びその準備行為に関して市及び選定事業者が既に支出した費用は各自

の負担とし、相互に債権債務が生じないものとする。 

４ 市は、選定事業者と基本協定の締結に至らなかった場合は、次点事業者に対し、

次点事業者を選定事業者とする申し出を行うものとする。この場合、次点事業者

が申し出に了承した時点で、次点事業者を選定事業者とし、第１項から前項まで

の規定を適用する。 

５ 基本協定の有効期間は、基本協定の締結日から住宅等の引渡し完了日までとす

る。 

（選定事業者の業務） 

第１１条 選定事業者は、事業者募集要領に基づき、調査、設計、工事監理、工事、



宅地建物取引等に関する業務（以下「選定事業者の業務」という。）を行うもの

とする。 

（住宅等の設計確認） 

第１２条 選定事業者は、売買契約締結前に住宅等の設計図、仕様書、整備事業費

内訳書その他市が必要と認める書類を作成し、市の確認（以下「設計確認」とい

う。）を受けなければならない。 

２ 選定事業者は、整備事業に必要な諸手続を遅滞なく実施しなければならない。 

（売買契約の締結） 

第１３条 市と選定事業者は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条

に基づく開発行為の許可、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条に基

づく確認済証の交付、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第

８１号）第６条に基づく設計住宅性能評価書を取得後、工事着手前に住宅等の売

買契約を締結するものとする。 

２ 売買契約の締結に至らなかった場合は、整備事業及びその準備行為に関して、

市及び選定事業者が既に支出した費用は各自の負担とし、相互に債権債務が生じ

ないものとする。 

３ 市及び選定事業者は、基本協定の締結の日から売買契約の締結の日までの間で

次の各号のいずれかに該当するときは、協議により、売買価格を変更することが

できる。 

⑴ 市の都合により生じた設計条件の変更等、選定事業者の責めによらない理由 

の場合で市が必要と認めるとき。 

⑵ 法令制定、改正等に基づく変更が生じたとき、又は生じることが確実である 

とき。 

⑶ 日本国内における賃金水準又は物価水準の変動により売買価格が不適当とな 

ったと認められるとき。 

４ 売買契約締結後における売買代金の変更方法は、売買契約に定めるものとする。 

（整備事業内容の調整） 

第１４条 市は、次の各号に定める事項について、整備事業内容の調整を行うため、

選定事業者に対し、必要な資料の提出を求めることができる。 

⑴ 住宅等に関する選定事業者の業務の内容 

⑵ 住宅等の売買価格の内訳 

⑶ その他市が必要と認める事項 

２ 市は、選定事業者に対し、必要に応じて住宅等に関する選定事業者の業務の進

捗状況等の報告を求めることができる。 

３ 選定事業者は、前項の報告を求めれた場合は、遅滞なくこれに応じるものとす

る。 

（熊本県の助言等） 



第１５条 市は、熊本県（以下「県」という。）に対し、整備事業の実施、整備事

業内容の調整等に関する助言や技術協力を求めることができる。 

（資金調達） 

第１６条 選定事業者は、住宅等の建設に必要な一切の費用を負担するものとし、

全て自己の責任において必要な資金を調達しなければならない。 

２ 市は、選定事業者に対する保証、出資その他資金調達に対する財政上又は金融

上の支援を行う義務を負わない。 

（責任分担） 

第１７条 整備事業の実施における市と選定事業者のリスク分担に関する考え方は、

次の各号を基本とし、事業者募集要領に定めるものとする。 

⑴ 選定事業者が責任を持つ範囲は、次のとおりとする。 

ア 提案書における事業者の提案 

イ 住宅等の調査、設計、工事監理、工事、宅地建物取引等 

ウ 引渡し前に生じた住宅等の損害 

エ 選定事業者が選定した市と地権者の売買契約前の用地 

オ 引渡し後の住宅等の品質保証 

⑵ 市が責任を持つ範囲は、次のとおりとする。 

ア 市が事業者募集要領で示した条件等 

イ 市が用意した建設用地又は市が地権者から買い取った用地 

ウ 市の指示、要請等に起因するもの 

エ 法令の制定、改正等による新たな負担 

（住宅等の完成報告） 

第１８条 選定事業者は、住宅等が完成した時は、売買契約に定める書類を市に提

出し、買取検査を受けなければならない。 

（住宅等の買取検査） 

第１９条 市は、前条の書類の提出があった場合は、速やかに買取検査を行わなけ

ればならない。 

２ 前項の買取検査の際、市が県に助言や技術協力を求めることについては、第１

５条の規定を準用する。 

（改善の指示） 

第２０条 市は、完成した住宅等が売買契約に係る設計図書の内容と異なっている

場合又は事業者募集要領に示す住宅等の条件及び要求水準に適合しない場合は、

選定事業者に対し、相当の猶予期限を付けて、その改善のための措置を講ずるよ

う求めるものとする。 

（住宅等の引渡し） 

第２１条 選定事業者は、買取検査に合格した後、直ちに市に住宅等を引き渡すも

のとする。 



（登記及び売買代金の支払） 

第２２条 市は、前条の引渡し後、速やかに住宅等の登記を行うものとする。 

２ 選定事業者は、住宅等の引渡し後に売買代金の請求を行うものとする。 

３ 市は、選定事業者から前項の規定による請求があったときは、売買契約書の定

めに従い住宅等の売買代金を支払うものとする。 

（協定又は契約の解除） 

第２３条 市は、選定事業者が、基本協定又は売買契約（以下「基本協定等」とい

う。）に規定する協定終了又は契約解除の要件に該当することとなった場合は、

基本協定等を終了又は解除するものとする。 

２ 前項の終了又は解除により生じた損害の負担は、基本協定等に定めるものとす

る。 

（紛争処理等） 

第２４条 基本協定等の解釈について疑義が生じた場合には、市と選定事業者は、

誠意をもって協議を行うものとする。 

２ この整備事業に関する紛争については、熊本地方裁判所を第一審の専属管轄裁

判所として処理する。 

（著作権等） 

第２５条 整備事業における提案書の著作権は、応募者に帰属するものとする。た

だし、公表、展示その他この整備事業に関し必要がある場合は、市はこれを無償

で使用できる。 

２ 応募者は、提案書に含まれる第三者の著作物について、公表、展示等の使用に

関し、当該第三者の承諾を得ておくものとする。 

（法改正等への措置） 

第２６条 関係法令の改正等により、法制上又は税制上の措置が適用されることと

なる場合は、選定事業者は、それに従い整備事業を実施するものとする。 

（地位の継承） 

第２７条 選定事業者及びその代表者の地位の承継は、基本協定等に定めるものと

する。 

（補則） 

第２８条 この要項に定めるもののほか、この要項の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

 

附 則 

この要項は、令和４年１月６日から施行する。 

  附 則（令和４年告示第８４号） 

この要項は、令和４年８月３１日から施行する。 

 


